
とちぎ女性就労支援事業 【栃木県】

地域の実情と課題

連携団体

今後の課題事業の効果

目的・目標

事業の特徴

個別事業費 ３５２ 千円

交付金額 １７６ 千円

事業番号 ３

〇男性の非正規労働者の割合23.1％に対し、女性の非正規労働者の割合は54.3％と、女
性の非正規雇用割合が高い。
〇所定外労働時間の全国平均120時間に対し、本県は130時間と、長時間労働の傾向が
見られる。
〇女性の有業率において、正規雇用労働者の比率が20代前半をピークに低下を続ける「Ｌ字
カーブ」現象が生じている。
〇県内企業における育児休業制度整備率87.0%に対し、男性の育児休業取得率は38.5
％に留まり、女性の活躍やワーク・ライフ・バランスへの理解が進んでおらず、男性が育児休業を
取得できる環境になっていないことが考えられる。

女性活躍を推進する上で重要な要素である女性の就労促進に取り組む。
【事業目標】
〇女性の就業率：40.0％（R7年度末） 【実績：36.8％】
【事業ＫＰＩ】
○相談件数：30名（R7年度末） 【実績：22名】

女性特有の悩みや不安を気軽に相談できる場として、女性相談員によるワンストップ
相談窓口を開設し、様々な分野に関する情報を横断的に提供するとともに、相談者
の希望に応じた各種講座の受講を勧奨するなど、支援体制を充実させる。

適職診断などの結果に基づく具体的かつ個別的なアドバイスを行うなど、より相談者
に寄り添った対応を行い、相談者が就職活動に取り組む契機となった。
また、複数回相談する相談者もおり、相談窓口としての認知度が向上していることが
示唆された。

○就職相談に関するニーズ把握のため、各相談機関と連携を図っていく必要がある。
○相談窓口の周知を図る必要がある。

【連携体制】
とちぎ女性活躍応援団
【構成団体】
登録企業（R7年度末：1,655社）
【運営団体】
栃木県経営者協会、栃木県経済同友会、栃木県商工会議所連合会、栃木県商工会連
合会、栃木県中小企業団体中央会、日本労働組合総連合会栃木県連合会、栃木県医師
会、栃木県看護協会、栃木県社会福祉協議会、栃木県農業協同組合中央会、栃木県農
業者懇談会、栃木県林業振興協会、栃木県建設産業団体連合会、栃木県トラック協会、栃
木県自治会連合会、栃木県女性団体連絡協議会、大学コンソーシアムとちぎ、足利銀行、栃
木銀行、下野新聞社、日本放送協会 宇都宮放送局、栃木労働局、栃木県市長会、栃木
県町村会、とちぎ男女共同参画財団 等



事業の概要

とちぎ女性就労支援事業

おしごと相談
ルーム

・電話・面接による就職相談
  第２・第４水曜日

 9：00～12：00
13：00～16：00

情報誌による広報
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